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医療分野の検討等について
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検討会でいただいたご意見（医療分野）
（全体像の議論や新たな法制度の必要性）
・ 医療データの利活用を進めていくための包括的・体系的な制度枠組みと情報基盤の全体像（グランドデザイン）の議論が必
要。この際、EUのEHDS（European Health Data Space）法の体系等も参考とすべき。国際連携の視点も重要。
・ 日本の現状で必要なものを実現する上で、既存の仕組みや取組が個々のパーツとしてどう位置づけられるのか、これらがどこま
で使えて、今、何が使えないから何が必要なのかという点を明らかにしていく議論が必要。
・ 公的DBの２次利用の議論が進んでいるが、これ以外の医療データを含めた２次利用の在り方の検討が必要。
・ 個人情報保護法の見直しの検討の動向も踏まえつつ、同意に依存しない利活用の在り方を含めて検討すべき。安全に医療
データの利活用を促進するためのガバナンスを含めた特別法の制定を検討すべき。
（医療データ収集・提供方法等利活用に当たっての具体的な課題等)
・ 電子カルテでは３文書６情報の標準化が進められているが、２次利用の観点を含め共通項目の更なる充実等が必要。AIを
活用した非構造化データの構造化等により利活用を進めることも重要。
・ 電子カルテ情報の共有に関して、地域医療支援病院等の管理者に対する努力義務だけで十分なのかどうかも考えていく必要。
・ 次世代医療基盤法では、医療情報の提供が任意かつインセンティブが乏しい等の指摘もある。EHDSのような一定の強制力
を持つ方法を含め、データ提供に関する医療機関等データ保有者のインセンティブ等をどう確保していくかが課題。
・ 公的DBのみならず学会のデータベース等を含めて識別IDによる連結解析ができるような制度設計が重要。
（取組のスケジュール)
・ EUが今後10年単位の期間をかけて制度の実装に取り組んでいくことを考えると、諸外国に後れを取らないためにも、今、このタ
イミングで全体像の検討と工程の明確化を図るべき。
・ 遅くとも2030年には概ねすべての医療機関において必要な患者の医療情報を共有するための電子カルテの導入を目指すと
なっているが、全体としてさらに早く的確に進めていくことが必要。

※事務局において要約



医療分野のとりまとめの方向性

（今後の検討内容）
〇 検討会でいただいたご意見等を踏まえ、本年６月をめどに策定予定の基本方針に以下内容を盛り込むことを検討してはどうか。
 医療データの利活用に当たっては、公的DB以外の医療データを含めた２次利用の在り方の検討が課題として残されており、
今後、我が国として必要な取組の全体像を体系的に示していく観点を含め、２次利用の在り方全体、グランドデザインについ
ての検討を行うこと。

 具体的な検討内容として、必要な法的措置を含め、例えば、検討会でもご指摘のあった以下が考えられること。
・ 具体的なニーズやEHDSが想定する医療データの内容等を踏まえた２次利用できるようにすべき医療データの範囲の拡大
・ 上記医療データを一定の強制力や強いインセンティブを持って収集し、利活用できる仕組みの在り方
・ 上記医療データを共有・利活用するための公的な情報連携基盤の構築（１次利用の基盤との連携、識別等を含む。）
・ 個人情報保護と医療データの利活用の在り方（同意に依存しない在り方の検討を含む。） など

（検討の主体、工程の明確化）
〇 医療データの利活用については、関係省庁が複数にわたることを踏まえ、上記医療データの検討に関して、省庁横断的な総合
的な議論の実施を確実なものとし、併せて実施段階における関係省庁の取組を実効的なものとする観点から、基本方針において、
検討を進めていく上での担当省庁とその役割分担を明確化することを検討してはどうか。
〇 検討会における諸外国の動向等も踏まえた迅速な対応の必要性のご指摘を踏まえ、上記検討に関して、明確なスケジュール
感の下で速やかに議論が進められるよう、基本方針においてその工程（スケジュール）を明確化することを検討してはどうか。



金融分野におけるデータの利活用について
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（２）データの相互運用性による多様な金融サービスの創出

（３）日本における対応の例（銀行法等の改正）

パーソナライズ金融サービスの提供の例
〇スペイン（BBVA）モバイルアプリ
• オープンバンキングAPIを活用し、他の金融機関やフィンテック企業との連携
を強化。

• ユーザーは、マネーに関するさまざまなニーズ（銀行取引に加えて、ファンド
投資や保険、年金）を、一つのアプリで満たすことが可能。

• 顧客のアクションを含めた銀行全体のデータを統合・分析することで、顧客は
自分に合ったサービスを受けることができる。

（１）金融分野におけるデータの利活用によって実現する将来像

〇 家計等をはじめとして個人が金融データを柔軟に管理し、活用で
きる仕組みを整えることで、家計の収支管理や資産運用の利便性が
向上し、資産運用立国の実現にもつながるのではないか。

〇 データの相互運用によるイノベーション促進により、個人のニー
ズに即した金融商品やサービスを容易に選択できる環境づくりや、
新ビジネスの創出等につなげることは考え得るか。

平成29年銀行法等改正において、金融機関にオープンAPIに係る体
制整備を実装することが努力義務化。

（４）議論の方向性（主な論点）

〇 オープンバンキングからオープンファイナンスへ
 銀行口座に加え、クレジットカード・電子マネー・証券・保険・年金等

のデータ連携を促進させることで、国民にとって便利なサービスが創出
できるのではないか。

 国民が自らの家計状況や金融データを把握しやすくするため、官民
や民間企業同士のデータ連携（標準化や統一的な取り扱い等）や、
政府が提供するフロントサービス（マイナポータル、公的年金シミュ
レーター等）と民間サービスとの連携を、どのように考えるか。

※金融データの利活用による利便性の向上等のユースケース
【生命保険請求手続の簡略化】
保険会社と公的な診療データ等を連携させることで、現在、個人の負担となっている
診断書の取得や保険会社への請求など手続を効率化できるのではないか。
【政策の効果検証】
匿名化した金融データの２次利用で、給付金支給等の分析や政策効果の検証に
生かすことができるのではないか。

金融分野におけるデータの利活用について
【再掲】

2025年2月13日
デジタル行財政改革会議事務局

〇 「利用者起点」からの金融データの利活用の必要性・有効性
 生活上の様々なニーズ（家計管理、資産形成、リスク管理等）や人

生の各ステージにおけるライフイベント（出生・進学・就職・転職・退職、
病気やけが、出産、子育て、介護、年金、死亡・相続等）の中で、国民
はどのような金融情報を、自身で各時点において把握する必要があるか。

 金融情報の「見える化」によって、国民の利便性の向上や、多様な
サービスの出現等が期待できるのではないか。金融データ利活用の目指すべき絵姿（イメージ）

利用者 Fintech企業 金融機関

資産運用立国の推進
顧客基盤・チャ
ネルの増強
収益力向上

新たなビジネス
モデルの創出

新たなビジネス
モデルの創出

資産形成・資
産・債務管理の
意識情勢・促進
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